
（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

政府開発援助衛生関係指
導者育成等委託費

政府開発援助職員旅費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 0828

-

29年度当初予算

40

1

41 0

年度29

29 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

91 91 -

100 100 -

政府開発援助大綱

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

82 80

100

80 90

100

90 -

-

-

- -

41

関係する計画、
通知等

達成度

82

-

100

年度

100

91 91 -

100 100

％

平成２９年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

40 42 40 41 0

41 39

執行率（％） 90% 98% 98%

②「水道分野の国際協力検
討事業」及び「水道ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ計画作成指導事業」は水
道分野の国際協力につい
ての検討、及び相手国政
府との対話（指導）であり、
成果目標を明確な数値で
示すことは困難であるが、
参考指標として、持続可能
な開発目標（SDGs）「2030
年までに、すべての人々
の、安全で安価な飲料水の
普遍的かつ衡平なアクセス
を達成する」を指標とする。

成果目標を明確な数値で
示すことは困難であるが、
参考指標として、持続可能
な開発目標（SDGs）「2030
年までに、すべての人々
の、安全で安価な飲料水の
普遍的かつ衡平なアクセス
を達成する」を指標とする
（達成度 ＝ 成果実績 ／
目標値 ）
　（目標値 ＝ 「飲料水のア
クセス率」（100%））（直近
データは、2015年）

成果実績 ％

目標値

平成１５年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

平成8年のリヨンサミットにおいて我が国が提唱した「世界福祉構想｣の実現に向け、我が国と緊密な関係にあるASEAN諸国の社会保障分野の政策形成の支
援及び当該分野での人材育成を強化するため協力を行うとともに、第4回世界水フォーラムにおいて公表した『水と衛生に関する拡大パートナーシップ・イニシ
アティブ』に基づく我が国の経験や技術を活用した質の高い援助の実施に向け、水供給分野の国際協力における開発効果を高めるため、国際協力事業を実
施する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

-

36

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

40

-

27年度

ASEAN諸国の社会保障分野の政策形成の支援及び当該分野の人材育成を強化するため、ASEAN･日本社会保障ハイレベル会合を通じ、ASEAN10ヶ国から
社会福祉、保健医療及び雇用政策を担当する局長級行政官を招聘し、高齢化社会への対応、母子･障害者保健福祉、社会的弱者支援等をテーマとした議論
を実施している。また、水道分野の国際協力検討事業を通じ、我が国の水道事業者及び厚生労働省が持つノウハウを活用し、水道分野の協力方針の検討を
行うとともに、水道プロジェクト計画作成指導事業を通じ、開発途上国における水道分野の技術面･人材面･財政面等の課題について調査･検討を行い、熟度
の高い計画となるよう当該国に対し助言･指導を実施している。

- -

40

- -

- -

ASEAN・日本社会保障ハイ
レベル会合の提言に基づ
き取組みを開始した国の割
合

-

％

開発途上国福祉専門家養成等事業 担当部局庁 大臣官房国際課 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 国際課 大鶴　知之

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

30年度要求

予算
の状
況

42

①ASEAN・日本社会保障
ハイレベル会合の提言に
基づき、全ての参加国が取
組みを実施する。

実施方法

定量的な成果目標

26年度

％

達成度 ％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
ASEAN・日本社会保障ハイレベル会合のフォローアップ調査の結果

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

90% 98% 98%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

WHO/UNICEF Joint Monitoring Programme (JMP) for Water Supply and Sanitation
https://www.wssinfo.org/data-estimates/tables/

集計



施策 開発途上国の人材育成等を通じた国際協力を推進し、連携を強化すること（施策目標Ⅺ－１－２）

政策 国際社会への参画・貢献を行うこと

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

-

目標年度

- 年度 29 年度

中間目標

実績値 ％ 82

単位

2 3 3

目標値

ASEAN・日本社会保障ハイレベル会合の提言に基づき
取組みを開始した国の割合

3 3

ASEAN・日本社会保障ハイレベル会合参加者数
（ASEAN10カ国）

実績値 人

26年度

26年度

49 39 51

2 3 3

27年度 28年度

2 3 3

年度

26年度

16,659千円/3件 16,658千円/3件

29年度活動見込

中間目標 目標年度

- 29
定量的指標

80

40 -

24,869千円/49人

27年度

24,856千円/51人

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

40 40 40

3

水道分野の国際協力検討事業及び水道プロジェクト計
画作成指導事業の実施数

49 39 51 -

目標値 人 40

件実績値

40

定量的指標
年度

件 2

40

-

27年度 28年度

単位当たり
コスト

単位

①ASEAN・日本社会保障ハイレベル会合
単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ

Ｘ：「人材育成にかかった金額」
Ｙ：「人材育成を行った行政官数」

単位当たり
コスト

28年度
中間目標

27年度 28年度

90 -

目標値 ％

14,780千円/2件

27年度

26年度

人

24,865千円/39人

7,390 5,553 5,553 5,556

計算式 X / Y 16,668千円／3件

①ASEAN・日本社会保障ハイレベル会合参加者数
（ASEAN10カ国）

単位 26年度

②水道分野の国際協力検討事業及び水道プロジェクト
計画作成指導事業の実施数

23,643千円／40人

算出根拠

29年度活動見込

507 638 487

活動実績

28年度

千円／人

活動実績 件

当初見込み 件

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

人

千円／件

活動指標

計算式 X / Y

591

26年度 27年度 28年度

単位当たり
コスト

単位

②水道分野の国際協力検討事業/
水道ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ計画作成指導事業

単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ
Ｘ：「事業実施にかかった金額」

Ｙ：「報告書作成件数」

100 100

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

100

目標年度

- 年度 29

100 -

29年度
活動見込

30年度
活動見込

40 40

29年度
活動見込

30年度
活動見込

3 3

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

-

達成度 ％ -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

①日本の水道事業者や学識経験者、厚生労働省等の産学官が持つノウハウを活用して、開発途上国への水道分野の協力方針を検討する。また、
開発途上国が作成する水道プロジェクト計画に対して、水道分野に関する課題の具体的な解決方法を提示して、より熟度の高い計画となるよう助言・
指導を実施する。これにより、水道分野での日本の知見や技術を提供して国際協力を促進し、開発途上国との連携の強化に貢献する。
②ASEAN諸国から保健、福祉及び雇用の分野での緊密な関係を更に発展させ、また、当該分野での人材育成を強化するために、ASEAN・日本社会
保障ハイレベル会合を開催し、保健・福祉・雇用政策に関する各国の有益な知見を共有することにより、当該分野での日本とASEAN諸国との協力関
係の発展に寄与し、人材育成に貢献する。

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

改革
項目

分野： - -

受益者にも応分の負担を求めている。

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

-- 年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

‐

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

当初見込みの参加者を概ね達成している。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

○

K
P
I

(

第
一
階
層

） -

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

適宜執行状況を把握し、コストの削減に努めている。

おおむね目標通りの実績が得られており、見込みに見合っ
た活動を行っているところである。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

会合参加者からの評価は高く、優先度の高い事業となって
いる。

経費内訳書を作成し確認を行った結果、妥当なものであっ
た。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

△

有

年度

-

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

支出先の選定については、専門的知見を反映させる必要が
あり、複数事業者の企画競争を行うことで、競争性が確保さ
れている。なお、一者応札の改善に向け、募集要項配布実
績のある業者に声かけを行うとともに、企画提案の参考とな
るよう、海外情報にアクセス出来るＨＰを紹介した資料の作
成・配布や、仕様書内に過去の報告書の掲載先を記載する
など工夫を行った。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

成果物は厚生労働省ホームページに掲載している。会合結
果についてASEAN＋3保健、社会福祉各大臣会合等で報告
している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

一同に会する政策対話及び直接的意見交換で実効性の高
い成果が得られている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

- - -

○

経費内訳書を作成し確認を行った結果、必要なものに限定さ
れていた。

単位

○

-

改善の
方向性

①ASEAN・日本社会保障ハイレベル会合開催事業
一部の参加国において会合の成果の政策や施策への反映が行われていないことから、効果的にテーマの選定や成果文書等のとりまとめを行
い、さらに有意義な会合となるよう努力し、すべての参加国において会合の成果に基づく取組みが行われることを目指す。また、これにより、日
本とASEAN諸国との協力関係の更なる発展及び人材育成に貢献していく。

②水道分野の国際協力検討事業/水道プロジェクト計画作成指導事業
「持続可能な開発目標（SDGs）」において設定された水分野の新たな目標も踏まえ、事業内容を見直しながら水道分野の国際協力に貢献して
いく。

①ASEAN･日本社会保障ハイレベル会合開催事業
会合においてとりまとめた提言等の成果を各国の政策や施策へ反映させることが期待されるところ、提言に基づき取組みを開始した国の割合
は9割を超えており、効果的に参加国への政策形成支援及び日本の知見･経験の共有が行われている。

②水道分野の国際協力検討事業/水道ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ計画作成指導事業
「2015年までに安全な飲料水及び基礎的な衛生施設を継続的に利用できない人々の割合を1990年（24%）より半減する」とした国連ミレニアム
開発目標（MDGｓ）に基づくこれまでの成果目標を達成することができた。しかしながら、世界には未だ6億人を超える安全な水にアクセス出来
ない人々が存在しているところ、「2030年までに全ての人々の安全で安価な飲料水の普遍的かつ衡平なアクセスを達成する」とした持続可能な
開発目標（SDGs）を踏まえ、引き続き本事業を通じて、世界の水事情改善に寄与していくことが必要である。

計画開始時
28年度 29年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

目標値

中間目標

評　価項　　目

保健･水道分野の国際協力に関する国民のニーズ･優先度
は高く（保健医療分野の国際協力に関する特別世論調査
（平成22年7月））、ASEAN諸国の行政官の人材育成を強化
し、ひいてはその国々の厚生労働行政の向上を図るもので
あることから国費の投入が必要である。

目標最終年度

開発途上国の国の方針や国家間の包括的な取り組みに関
わる事項を取り扱っているため、地方自治体、民間等にゆだ
ねることはできない。

○

-

○

-

事業番号 事業名所管府省名

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

計 10.7 計 0

C.（株）安藤・間 D.

費　目 使　途

委託費
平成28年度水道プロジェクト計画作成指導
事業（キューバ共和国サンチャゴ・デ・キュー
バ市）

5.2

委託費
平成28年度水道プロジェクト計画作成指導
事業（キューバ共和国オルギン市）

5.5

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

委託費

第14回ASEAN・日本社会保障ハイレベル会
合・世界公共雇用サービス協会アジア太平
洋地区ワークショップ等開催事業に係る委
託経費（（社）国際厚生事業団）

費　目

計 22.9 計 5.2

費　目 使　途

B.（社）国際厚生事業団
金　額

(百万円）

22.9

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

行政事業レビュー推進チームの所見

平成28年度

平成28年度水道分野の国際協力検討事業
に係る委託経費（（社）国際厚生事業団））

使　途

委託費
費目・使途

（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

金　額
(百万円）

A.（社）国際厚生事業団

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

平成24年度

外部有識者の所見

5.2

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

559

844

825

509

844

451

855

水道プロジェクト計画 
作成指導事業 

   厚生労働省 

   39.3百万円 

水道分野の国際協力 

検討事業 

A．（社）国際厚生事業団 

22.9百万円 

B.（社）国際厚生事業団 

5.2百万円 

C. （株）安藤・間（5.5百万円） 

 （株）安藤・間（5.2百万円） 
 

10.7百万円 

【随意契約（企画競争）】 

D.事務費 

0.5百万円 

委託事業にかかる 
事務的経費 

ASEAN･日本社会保障 
ハイレベル会合開催事業 

【随意契約（企画競争）】 【随意契約（企画競争）】 



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

4

5

2

3

職員B - 旅費 0.3 その他 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

5

3

4

1

2

（株）安藤・間 2010401051696

平成28年度水道プロジェク
ト計画作成指導事業
（キューバ共和国オルギン
市）

5.5
随意契約

（企画競争）
1 100％

4

5

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（社）国際厚生事業
団

1010405010138
平成28年度水道分野の国
際協力検討事業

5.2
随意契約

（企画競争）
1

2

100％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

第14回ASEAN・日本社会
保障ハイレベル会合・世界
公共雇用サービス協会ア
ジア太平洋地区ワーク
ショップ等開催事

2

3

1 100％

法　人　番　号

1010405010138 22.9

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

1

5

4

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - -

（社）国際厚生事業
団

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）安藤・間 2010401051696

平成28年度水道プロジェク
ト計画作成指導事業
（キューバ共和国サンチャ
ゴ・デ・キューバ市）

5.2
随意契約

（企画競争）
1 100％

職員A - 旅費 0.3 その他 - -


